
グリーン・トランスフォーメーション（GX）の実現に向けて特集 グリーン・トランスフォーメーション（GX）の実現に向けて

1.　GXの背景

昨 2023 年の本誌 6月号でも国土交通省のグリ
ーン・トランスフォーメーション（GX）の取組
が取り上げられましたが，脱炭素社会の実現に向
けた動きはその後も引き続き強まっています。
国際社会では，1992 年に採択された国連気候

変動枠組条約に基づき，1995 年から毎年，国連
気候変動枠組条約締約国会議（COP）が開催さ
れ，世界での実効的な温室効果ガス排出量削減の
実現に向けて，精力的な議論が行われてきました。
2015 年 12 月，フランスのパリで開催された

COP 21 においては，2020 年以降の温室効果ガス
排出削減等のための新たな国際枠組みとして「パ
リ協定」が採択されました。さらに，昨 2023 年
11 〜 12 月にアラブ首長国連邦（UAE）のドバイ
で開催された COP 28 では，パリ協定の実施状況
を検討し，長期目標の達成に向けた全体としての
進捗を評価する仕組みである「グローバル・ス 
トックテイク」について，初めての決定が採択さ
れています。
こうした中で，世界各国でのGX投資に向けた

政策競争も激化しており，中長期にわたる政府支
援へのコミット，初期投資だけではない生産量に
比例した形での投資促進策，サプライチェーン上

の各段階に対するきめ細やかな支援による国内投
資の促進，排出量取引制度等の規制・制度的措置
の有効活用など，さまざまな工夫が講じられた投
資促進策が生まれています。
一方，我が国では，2020 年 10 月に“2050 年ま
でにカーボンニュートラルを実現する”ことを宣
言しました。また，2021 年 4 月，2030 年度の温
室効果ガス削減目標として“2013 年度比で 46%
削減，さらに 50%の高みに向けて挑戦を続ける”
ことを表明し，同年 10 月にはその目標を反映し
たNDC（国が決定する貢献）を国連に提出して
います。
こうした状況を踏まえ，政府では，2022 年 7
月に内閣総理大臣を議長とする「GX実行会議」
を設立，2023 年 2 月に今後 10 年を見据えた GX
の取組の方向性等をとりまとめた「GX実現に向
けた基本方針」が閣議決定されています。
これを受けて，同年 5月には「脱炭素成長型経
済構造への円滑な移行の推進に関する法律」（以
下，「GX推進法」という）が成立しました。さ
らに，このGX推進法に基づき，成長志向型カー
ボンプライシング構想等の施策を総合的かつ計画
的に推進するための計画として「脱炭素成長型経
済構造移行推進戦略」（以下，「GX推進戦略」と
いう）が同年 7月に閣議決定されています（図－
1，2）。
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図－ 1　脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案【GX推進法】の概要（2023年 2月）

図－ 2　GX推進法に基づく「GX推進戦略」（2023年 7月 28日 閣議決定）の概要
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2.　GX実現に向けた取組

⑴　成長志向型カーボンプライシング構想
2050 年カーボンニュートラルの実現等の国際
公約と産業競争力強化・経済成長を同時に実現し
ていくためには，今後 10 年間で 150 兆円を超え
る官民の GX投資が必要であるといわれていま
す。GX推進戦略では，こうした巨額の GX投資
を官民協調で実現するため，「成長志向型カーボ
ンプライシング構想」を速やかに実現・実行して
いくこととし，GX経済移行債等を活用した大胆
な先行投資支援，カーボンプライシングによる
GX投資先行インセンティブ等の措置を講ずるこ
ととしています。
具体的には，GX基本方針（GX推進戦略として
2023 年 7月閣議決定）の参考資料として，国によ
る長期・複数年度にわたるコミットメントと，規
制・制度的措置の見通しを示すため，22 分野に
おいて「道行き」が提示されました。
その後，昨 2023 年 10 月から 12 月にかけて，5
回にわたり「GX実現に向けた専門家ワーキング
グループ」（専門家WG）が開催され，先行投資
支援の詳細等について議論がなされています。な
お，専門家WGの議事概要と資料については，
次のウェブサイトで閲覧が可能です。
【GX実現に向けた専門家ワーキンググループ】
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_
kaigi/senmonka_wg/index.html

①　GX経済移行債等を活用した先行投資支援
10 年間で 150 兆円を超える GX投資の実現に
向けては，民間事業者の予見可能性を高めていく
ことが必要となります。このため，新たに「GX
経済移行債」を創設，政府として長期・複数年度
にわたる支援策を，新たな市場・需要の創出に効
果的につながるよう，規制・制度的措置と一体的
に講ずることとしています。
このGX経済移行債による支援は，基本原則と

して，従来のようにエネルギー消費量の抑制や温
室効果ガス排出量の削減のみを目的とするものと
は異なり，受益と負担の観点を踏まえつつ，民間
だけでは投資判断が真に困難な案件であって，産
業競争力強化・経済成長と排出削減のいずれの実
現にも貢献する分野への投資を対象としています。

②　カーボンプライシングによるGX投資先行イ
ンセンティブ
「カーボンプライシング」は，炭素排出に値付
けをすることにより，GX関連製品・事業の付加
価値を向上させるものです。その導入について
は，我が国の経済への悪影響等に鑑み，直ちに導
入するのではなく，GXに集中的に取り組む期間
を設けた上で導入することとされています。ま
た，GX投資の前倒しを促進するため，当初低い
負担で導入し，徐々に負担を引き上げていきます。
具体的には，多排出産業を中心に「排出量取引
制度」を導入（2023 年度からの「GXリーグ」に
おける試行を踏まえ，2026 年度から本格稼働さ
せ，さらに 2033 年度から発電事業者に対する「有
償オークション」を段階的に導入）します。併せ
て，広くGXへの動機付けが可能となるよう，炭
素排出に対する一律のカーボンプライシングとし
て「炭素に対する賦課金」を導入（GXに集中的
に取り組む 5 年間の期間を設けた上で，2028 年
度から導入）することとしています。
これらのカーボンプライシングは，GX推進法
の附則第 11 条で，実施する方法について GX推
進法の施行後 2年以内に必要な法制上の措置を講
ずるものとされており，今後制度の詳細に及ぶ議
論が進んでいくものと考えられます。

⑵　国土交通省の取組
政府全体の動きに対応し，地域のくらしや経済
を支える幅広い分野を所管する国土交通省におい
ても，2050 年カーボンニュートラルの実現や
2030 年度の温室効果ガス削減目標の達成に向
け，「国土交通グリーンチャレンジ」の策定や「国
土交通省環境行動計画」の改定を行いました。所
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管する事業，インフラごとの特性や技術力を最大
限に活かし，省内にとどまらず産業界や関係省庁
と分野横断的に連携して取組を推進しています。
国土交通省では，2021 年 12 月に「国土交通省
環境行動計画」の改定を行いました。新たな環境
行動計画においては，グリーン社会実現に向けた
「国土交通グリーンチャレンジ」を重点プロジェ
クトに位置付けるとともに，国土交通省における
環境関連施策の充実・強化を図り，2050 年まで
を見据えつつ 2030 年度までを計画期間として，
計画的・効果的な実施を推進することとしていま
す（図－ 3）。
2021 年 7 月に策定された「国土交通グリーン

チャレンジ」では，国土・都市・地域空間とそこ
で展開されるさまざまな社会経済活動を支える国
土交通分野に係るインフラや，住宅・建築物，自
動車等の輸送機関といった膨大なストックについ
て，2050 年カーボンニュートラルを実現するた
めの基盤となるよう，各般の施策に脱炭素化の観

点を取り込み，長期的な視点を持って，革新的技
術開発やその社会実装，さらには国民や企業の意
識・行動の変容を促進する環境整備を含めた，社
会システムのイノベーションを図っていくことと
しています。そして，省を挙げて予算，税制，制
度改正等の施策を総動員してそれらや取組を着実
に実行に移すため，2021 年 7 月に「国土交通省
グリーン社会実現推進本部」を新たに立ち上げま
した。
2022 年 9 月と 2023 年 5 月には，この国土交通
省グリーン社会実現推進本部を開催し，運輸，建
築・インフラ等の各分野におけるGX実現に向け
た取組のより一層の推進を図っています。
なお，「国土交通省環境行動計画」，「国土交通
グリーンチャレンジ」，「国土交通省グリーン社会
実現推進本部」の詳細については，次のウェブサ
イトで閲覧が可能です。

①　公共交通・物流や住宅・建築物等における省エネ化の推進
図－ 3　国土交通省環境行動計画の概要
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③　輸送・インフラ分野における非化石化等の推進
図－ 3　国土交通省環境行動計画の概要（続き）

②　インフラを活用した再エネの導入・利用拡大（創エネ）
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【国土交通省環境行動計画】
https : //www.ml i t . go . jp/sogose i saku/

environment/sosei_environment_fr_000101.html
【国土交通グリーンチャレンジ】
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/

sogo10_sg_000164.html
【国土交通省グリーン社会実現推進本部】
https ://www1.ml i t .go . jp/sogose isaku/

environment/sosei_environment_fr_000148.html

3.　おわりに

今年の 4月に環境省から発表された 2022 年の
我が国の温室効果ガスの排出量は，2013 年度比
で 22.9% の減少となり，2050 年ネットゼロに向
けた順調な減少傾向を継続することができまし
た。また，環境配慮型コンクリートによる CO2
吸収量（CO2 固定量）を世界で初めて算定するな
ど，GXに関する取組も進んでいます。
国土交通省としても，引き続き環境行動計画な
どの環境施策を着実に実行し，カーボンニュート
ラルの実現に向けてGXの推進に取り組んでまい
ります。
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